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It　is　important　te　detemine　specific 　regional 　

’
characteristics 　in　order 　to　develop　local　corrimunity 　strategies 　againgt

disasters．　This　paper　outlines 　a　study 　that　deals　with 　methods 　fbr　gathering　infbnnation　about 　past（hsasters　and

providing　disaster　wamings 　te　various 　co 皿 munities 　in　erder 　tO　help　develop　safe　communhies 　in　Yokohama，　Japan．
In伍c　study ，　local　c｛tians　were 　asked 　at　neighborhood 　meetings 　to　proVide　graphic　descriptions　of 　known 　disasters
in　their　local　communities 　on 　paper　maps ．　Consequently，　the　characteristics 　of 　their　recognition 　of 　regiona1 　disasters

（especially 　sto   s）and 　the　metheds 　for　accumulating 　and 　utilizing 　such 　disaster　records 　for　community 　safety 　were

cla 面 ed ．　The 　information　collected 　about 　disasters　in　each 　community 　was 　rec 。 rded 　as　regional 　history，

κ砂 〃bアds ：Locat 　CO 〃 lmun め’，　Disaster　Record ．　Ftood ，　Lands ’ide

1 ．は じめ に

　こ れ ま で の 災 害の 記録 と して、公 的機 関の 災害 報 告 書

や 災害 実 績図等 が 存 在す るが、こ れ らは全 て の 災害 を対

象 とは し て い ない
ω 。ま た、大 きな 物 的 ・人 的被 害 の な

い 世帯 で は 、保 険 金 等 の 請 求や 税 の 減免 の 対象 とな らず 、
罹 災証 明 書 の 交 付 を求 めな い 場 合 も考 え られ る。こ の 様

に、公 的 には記録 されず、大 規模 な物 的 ・
人的被害は 発

生 しなか っ た も の の 地域住民 が 災害 と して 認識 し て い る

事 象や、　 「水 の た ま りや す い 箇所 」　 「下水 が 噴出す マ ン

ホ
ー

ル 」 な ど 災害 を予 見で き る可能性 の あ る情報 が 存在

す る可能 性 が あ る。
　こ れ らの 情報 を集 める こ とに よ り、公 的機関が 地域 コ

ミュニ テ ィ レ ベ ル で の 災害危 険性 を 把 握す る と と も に、
地 域特性 を反 映 した 防災に 関す るニ

ーズ を汲 み 上 げ、現

状 に 即 し た 防 災対 策 （公 功 ） を行 う際 に役 立 っ もの と考

え られ る。さ らに、こ れ らの 情 報 を地 域 で 共 有 す るこ と

に よ り、地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ 内 で の 要援 護者 支 援 な どの 対

応 （共 助）や、各家庭で の 防 災意識 の 向上 ・防災対策

（自助） の 推 進 に っ なが る も の と 考え られ る。ま た 、災

害対 策に お い て 共助や自助 を促 す た め には、行 政機 関 の

有 す る情 報 を地城 住 民 へ 周 知 す る こ とも必 要 と考 え られ

る。
　政府 等 に お い て も、こ れ らの 情報活 用 への 取 り組み が

行わ れて い る，土砂災害警戒避難ガイ ドライ ン （案）で

は、情報 の 収 集 ・伝 達 と防 災意 識 の 向上 にお け る前 兆現

象 や 周 辺 の 災害 関 連情報 の 入 手 ・共 有が 、 住民の 役割 と

し て 位置づ け られ て い る
3｝。各種 ハ ザー

ドマ ッ プ 作成 に

お い て も、住民 の 参画 が 求 め られ て い る
4）。ま た 、災 害

で の 体 験 や被災 経 験 を語 り継 ぐ、自治 体職 員 を対 象 と し

た エ ス ノ グラ フ ィ
ー研 究

5）
や、住 民 を対 象 と し た 「− H

前プ ロ ジ ェ ク ト］
6）
等も行われ て い る。しか し、こ れ ら

は 、災 害種別 毎 に 扱 わ れ る こ とが 多 く、小 規 模 な 事例 も

含 め 地域 におい て 総合 的 に検 討 され る こ とは少 ない 。
　 以 上 を踏 ま え、本研 究 で は 、様 々 な 立 場 の 人 々 が 持つ

情 報 を集 約 ・共 有 す る こ とで 、地域 の 危 険性 を認 識 し 災

害 対 策 に 寄 与す る こ とを 目 指 し、横 浜市 保 土 ケ谷 区の 住

民 を対象 に 災害履歴調査 を実施 す る。本調査 を通 し、地

域 コ ミ ュ ニ テ ィ に 現存す る 情報 の 多様性 ・
可 能 性 を確認

す る と と もに 、地 域の 災害に 詳 しい 人 物 像を 調 べ 、地 域

防災 の キ
ーパ ー

ソ ン とな り得る人 材や、意識 啓発 の 対 象

者 を 明 らか にす る 。 さ らに、本 調 査 で 集約 され た情報 の

特徴 を整理 し、そ の 活用 手法 を提 案 す る。

2 ，地 域に おけ る 災害履歴調査 の概要

　地 域 にお け る 災害 履歴 調 査 の 概 要 を以 下に 示 す。本 調

査 は 、　 「地 域 と の 協 働に よ る、地 域特 性 に 応 じた 災害対

策の 推 進 に 関す る研 究 」
 

の
一

環 と し て行 っ た地 域 防災

拠 点意 見 交換 会の 巾 で 実施 した。

調 査期 間 平 成 18年 8月 〜10月
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横浜 市保上 ケ谷 区

地 域防災 拠 点意 見交 換 会参 加住 民
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（1）調査対象

　横 浜 市 で は 、身 近 な市 立 の 小 ・中学 校 を 「地 域防災拠

点 」 に 指 定 し、防 災備 蓄庫の 設 置、防災 資機材
・
食料等

の 備蓄、情報通 信機器 の 配備 を行 っ て い る。地 域 防災拠

点の 役 割 と し て 、  避 難 生活、  水 ・食 料、生 活 用 品 の

確保、  防 災資機材を使 っ た救功
・
救出活動、  家族 の

安否 確認、が 挙 げ られ て い る。ま た、地 域 ・学 校 ・区役

所 で 「地 域防災拠 点運 営 委員 会 」 が構 成 され、安 全 かっ

秩序あ る避難生活 の 維 持や防災 資機 材 を活用 した 救助 ・

救 出等 を行 うこ と として い る。
7）

　横浜 市保 上 ケ 谷 区 内 で は 、26 箇所 の 地 城 防災 拠 点 が 指

定され て お り （図1）、各 拠 点に お い て防 災拠 点運 営 委員

会が 組 織 され て い る。
　調 査 を 行 っ た 地 域防災拠 点意見 交換会は 、保上 ケ 谷 区

内 の 拠 点 を 対象 に、地 域 防 災拠 点運 営 委 員等 の 地 域住 民

と、区役 所職 員 （総務 課 ・
防災担 当、各地域防災拠 点担

当、上 木 事務所 ）、消 防署職 員、校 長 らが 参 加 し、意 見

交 換 を行 うも の で あ る 。 地域防災拠 点 意見交換会実施状

況 を 表 1 に 示す。意 見 交換 会参加 者 は、町 内会役 員や民

生 委 員、PTA 、消 防 団等の 活動 に 携わ る住民が 多か っ た。
　調 査 対 象地 の 横浜 市保 上 ケ谷 区 は、横 浜 市 の 中央 に位

置 し、東 西 に 5，8  、南 北に 7．4  あ る。人 口 205 万 人、
世 帯数 8．6 万世帯、平均 年齢 42，1 歳、昼 夜 間比率 80．7％
と横 浜 市 内 で は 平均 的 な人 口構 成 と な っ て い る。

B）
ま た、

起 伏に 富み、区域内に は 2 級河川 帷 子川 が 流 れ、度々 が

け崩 れ 災 害や 浸 水 被 害 に 見舞 わ れ る 地 域 で あ る。一
方、

戦後、横浜 市内で 震度 5以 上 を記 録 した地 震は、1978 年

伊 豆 大 島近海 地震 と 2005 年 7 月 23 臼の 震度 5 弱地 震 の

み で あ る。2005年の 地震で は 保土 ケ谷 区内で エ レ ベ ー
タ

ー停 止 に よ る 閉 じ込 め被 害 が 1件報告 され て い る。
1｝

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
丶、．−s．、．

表 1．地域 防災 拠 点意見 交換会実 施状況

図 1．保土ケ谷 区の 地域防災拠点 と区割

開催日 時 地域防災拠点 関催場所
参加人效

（住民）

8／25（金 ）17：00陶 境木 小 学校 権太坂境木 自治会館　　　−「 「「「「 6人

8〆26 （⊥ ）19：00騨 保土 ケ谷 中学校 釜台町 自治会館　　　　　r閲rr「rrr
9〆05⊂火）1900〜 橘 中学校 橘中学校理 科室

　　．．“「．．．．
13 人．．．．「117

人．．．．．．．．
12人9／田 （木）11：30陶 富士 見台小学校 富士 見台小 学校会 議室　　　　π．一L1圃广广L

9〆07〔木）20：00〜　　　　　　1 くぬぎ台小学 校 〈ぬぎ畚団地集会所1 「 r 國 ．．．」
9〆15⊂金）19：00−　」」」」 岩崎小 学校 保土 ケ谷 町 自治会館

　 13人」．．．．LL齟．．．．． ．．」
　 冊 人

9〆24（日）15：00〜　　　　　「 常盤 台小 学校 峰岡 3丁 目自治会館　　h
9〆25（月）臓 30噌 坂本小学校 坂本 町内会館

　 18入内「吊−、「「、．、、「、圃「内L．闇旧
　 15人　．．．．．．．．．．一．．．．1
　 18 人9／26 （火）19：00由　　　　　．「．− 藤塚小学校 新桜ヶ丘自治 会館− −■「 ■■「− ■ 「■

9／27（水）19釦 〜 今井小 学校 今井町 自治会館　　　　　i
　．．1凵．．．．．．凵．．L．」
20 人i 」 1

9／28（木 ）19；oo〜 上 菅田 小 学 校 上 菅田小 学 校 2階会議室　　　　　　1
9／30（土 ）10刀0佃　　　　圃Li齟國」権 太坂小 学校 権太 坂小 学校図書 室　」i

　 17 人h「Lヒ齟、「L「齟、「L「吊、．…“圃
　 21 人

10／15 （日）13 加
〜 新井小学校 新井町 自治会館 28 人

13拠 点合 計 2ロ 人

（2） 調査 方法

　 次 に、各 地 域 防 災拠 点 意 見 交換会 で の 調 査 （作 業） の

流 れ を示 す。意見 交換会で は 、地域 の 災害履歴 を認 識 し

今 後 の 教 訓 とす る と とも に情 報 を共有 す るこ と を 目的 と

し、調 査 を実 施 し た。ま た、対象は 自然災害全 般 と した。
た だ し、地 震災 害 の 場 合、前 兆現 象を認 識 す る こ とは難

しく、ま た、大 地 震 に遭 遇 して い な い 場 合、地 震 に 関す

る 災 害履歴 情報は ほ とん ど 得 られ な い と考え られ る。調

査 対 象 地 域 は、地 震 に よ る 被 害 をほ とん ど受 けて い な い

こ とか ら、地 震災害に関 し て は、避 難や 救功 ・救出等 の

支 障 とな る狭 い 道 路や 倒 壊 危 険性 の あ る ブ ロ ッ ク塀 に つ

い て 記 載を促 し た。一
方、風 水害は発 生頻 度が 高く、前

兆 現 象 を 把握 で き る可 能 性 が 高 い 。ま た、地域 住 民 も起

伏 に 富ん だ地 形 に 起因す る風 水害の 災害危 険性 を認識 し

て い る（3｝こ とか ら、地 域 内 に 河 川 や急 傾 斜 地 が あ る 場合

は 、風 水 害に 関す る 災害履歴 ・
前兆現象情報が集約 され

る こ と が 予想 さ れ た。

  白地図に以下を記入 いた だ く。

■ 自宅 の 位置

■ 見 聞 き した こ との ある災習 （浸水 ・が け 崩れ な ど） 箇所 と聾生年月 日

■ 災害の 前兆 となる現象

　 囗 　大雨で 水がたまる場所

　 囗 　下水 が 噴出 す マ ンホ
ー

ル

　 ロ 河川 か ら水が溢 れそ うに な る場所

　 囗 斟面か ら水が出る ・小石が転がる　等

  行政資 料に基 づ く被害箇所 図 を確認後．以下の 質問 に 回答いただ く。

■　災害履歴の 認知度につ い て

■ 災害履歴 を地 域情報 と し て 活用すべ ぎか に っ い て

驂 回答者の 属性

　 囗　住所 ．性別．年代 ．職業．世帯人員数

　 ロ　住まい （居住期間 、居住階、戸建 or 集合住宅．持家 or 賃貸）

　 口　被災 経 験の 有 無

  調査票 （地図）を 回収す る。
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3 ．調査結 果

（1） 災害 履歴 の 地 図記 述

　地 域 防 災 拠 点 区 域 を 含 む 白 地 図 （縮 尺 lt8，000〜

115，000）に 、自宅 の 位置や 見聞 き した こ と の あ る災 害、
災 害の 前 兆 とな る現 象 が発 生 す る 箇所 を記 入 い た だ い た。
地震災害に 関 して は、避 難や救助 ・救 出等の 支障 とな る

狭 い 道路や 倒 壊 危 険性 の あ るブ ロ ッ ク
．
塀 等 を記 載い た だ

い た。設 問を以 下 に 示 す。

…
ト1

諜 鰈 響
に書 き入れ て くだ さい （Eし支 えな い

1
…
1’2’
星聯 瀦 叢 黴 惣 こ1隙 等断 と発

｝
i1
−3．最近、大 雨の ときに 「雨水が た ま る場所 」 や 「下水 が 噴出 …

i　　す る マ ン ホ ール 」 などを 地 図に 書き入れ て くだ さい 。　　
I

i14．他に 災害の 前兆とな る現象が あれば地図に 書き入 れ て くだ i
i　 さい ・　　　　　　　　　　　　　　　　　　 i

國 自宅 ・
履歴等記入無 m 履歴等 記入有（自宅か ら250m 未 満 ）

囲 履歴等記入有（自宅から250− 500m ）■ 履歴等記入有（自宅か ら500m 以上 ）

■ 性別

女 〔82）

男 （127）

■ 職桑

その 他 （30）

無職 （54）

専業主婦 （48 ）

自営 業 （25）

1 会 社 員・公 務 員 〔50）

磯 矧 40N 60％ SO 鷺 100 ％

酬 20s 娜 ． 6眠 80％ 1鵬

■ 住居

　 自宅 の 位置 は 95．4％ の 記 入 が あ っ た。また、61．3％ に、
災 害履 歴や 前 兆 に関す る 記述 が あ っ た。自宅 と自宅 か ら

最も遠 い 位置に 記 入 され て い る災害箇所 等 との 距 離 を調

べ る と、11．5％ が 100m 未 満 の 範 囲 で 記 入 が あ っ た。
500m 以 上 の 範囲ま で 記入 の あっ た の は、16．1％ で あ り、
記入 範 囲に はば らつ きが あ っ た （図 2）。

d6．1％

　 　 　 　 　 　 100m 〜
100m 未 満
　 　 　 　 　 200m 未満
11．5％

　 　 　 　 　 　 78％

500m 未満

　 12，9％

200m 〜
300m 未満

　 6．5％

300m〜
400m 未満

　 5．1％

図 2．自宅 と災 害履歴 等記 入 箇所 の 最 遠距 離 （N＝217）

　次 に、回 答者 の 属 性 と履歴等 の 記 入 範囲 と の 関係 を 調

べ た。災害履歴 等 の 記 入 が あ る場 合、自宅 か ら最 遠 の 記

入 箇所ま で の 距離 を、近 隣住区
（4）の 概念に 基 づ く 500m

と 250m を基準 と し、　 「250m 未満」 「250 〜500m 未満」

「500m 以 上 」 に分 類 し
、 回答者 の 属性 ご とに整 理 し た 。

特 徴的 な結 果 を 以 下 に 示 す （図 3）。
　 性別 で は 男性 の 記 入 率 が 若 干 高 く、記入 範 囲 が 広 い 。
職 業 別 で は、自営業 者 の 記 入 率 が 高 く、広範囲 に 記 述 さ

れ て い る。地 域に 滞在す る時間 が 長 い 職種 が、地 域情報

に詳 しい もの と考 え られ る。また、集 合住 宅 よ り
一

戸 建

て 居住者 の 方が、記入 率が 高く、広範囲 に記 入 され てお

り、居 住期 閲が 長 い ほ ど記入 率 が 高 い 。自然 災 害 の 経 験

の 有無 につ い て は、経験者の 記入 率が高 く、500m 圏外で

の 記 入 率 も 高い 。世帯 人 員数 につ い て は、一人 暮 ら し世

帯 の 記 入 率 が 低 く記入 範囲も狭い
一方 で 、5 人 以 上 の 世

帯 で 暮 らす 回 答 者の 記 入 率 は 高い 。住 家 の 所 有 形 態 につ

い て は 、大 きな 差 は 見 られ な い も の の、若干 、持 家層の

5GOm 圏外で の記 入 率が 高か っ た。
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　以 上 か ら、地 域で 長い 時間を過 ご して お り、持家 ・一

戸 建 に暮 ら し、同居 者 が 多 く、自然 災 害 を経 験 し て い る

人 が 、空間 的に広 く地 域の 災 害 を知 っ て い る こ とが 明 ら

か とな っ た。こ れ らの 住民 が、 「自功」 「公 助 」 を 支援

する キ
ー

パ
ー

ソ ン とな り うるもの と考 え られ る。
　本調 査 で は 、風 水害に 特定せ ず広 く自然災 害 全般 を対

象 と し たが 、対象 地 域 で は、こ れ まで に 目立 っ た 地震 災

害が発 生 し た こ とが な い た め、主 に 風 水害 に 関する 情報

が 寄せ られ、地 域 住 民 それ ぞれ が 風 水 害 に 関す る具 体的

な 経験 に基 づ く情 報 を持 っ て い る こ とが確認 で きた。し

か し、認 識 され て い る 災 害履歴 や 災 害 の 前 兆 と な る 情 報

の 多 くは、居 住地 周 辺 に偏 在 して お り、地 域 全 体 を広 く

把握 し て い る住 民 は 少 な い 。情報 の 均 質性 を担 保 す る必

要 は あ る もの の 、こ れ らの 情 報 を集約 す る こ と に よ り、
きめ 細か い 対応 にっ な が る可能性 が あ ると考え られ る。

（2）災害履歴の認知状況 ・公開に 関する意識調査

　続 い て 、各拠 点 区域 に お い て 行 政 資 料 （表 2） を基 に、
風水 害の 履歴 を 地 図化 し た資料 （図 4） を示 し、そ の 認

知 度 と 活用 範 囲 にっ い て 聞 い た。設 問を以 下 に 示す。

表 2．災 害履 歴 図の 出典

、、、．黙 i擬 i類il難i繋 糊 ：
’
1
’
鍼 賓灘

器 i驪
囁
穣 ：

（凡例）｝
：i

横浜 市の災害

（S50〜H15 年，

横浜市 総務局 危機

管理 対策室 （当時〕

浸水建 物 （床 上漫 水住家 ．
　　 　 　 床 下浸水 住家 、非住 家）

保上 ケ谷区災 害マ ッ プ

（水 害）
保土 ケ谷 土 木事務所

鬮 大雨 浸水被害箇所

凾 河川 溢水 範囲 〔帷子 川
・
今井 川）

がけ 崩れ災害 記録

旧 10〜16年 ｝

神奈 川県砂 防海岸課

横浜 市建築局 （当時）

☆ が 膕 躪 所

　行 政資料 を基に地 図 化 し た災害履歴 図の 内容を全て 把

握 して い る人 は 2，8％ と少 ない （図 5）。ま た、災害 履歴

が広 く
一

般 に公 開 され る こ とを 479％ が望 ん で お り、行

政内や地域内で の 限定利用 も含 め る と約 8 割 （78．8％）

が 地 域 情 報 と して 利 活 用 され る こ と を望 ん で い る （図

6）。今後、これ らの 詳細 情報 が 具 体的 な防災対 策に利活

用 され る こ とが期 待 され る。ま た、災害 履歴 図 の 認 知状

況 と情報公 開 ・利用 の 意向 との 関係 を見 る と （図 7）、
災 害履 歴 を把 握 し て い る 住 民 ほ ど公 開 ・活 用 に 前 向き で

あ る こ とが わか る。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 すべ て 知 っ

　 　 　 　 　 　 　 　 　無回答　　 てい る　　 だい た い

　 　 　 　 　 　 　 　 　 10．6×　　　 2．邸 　　　知 っ て い る

全く知らな

　 い

22．1％

ほとんど知

らない

300 ％

図 5．災 害履歴把握 状況 （N ＝217）

公開すべ きで

　 ない

　 3．7％

行政 ＆ 地域 内

限定で 利用す
　 べき

　
5’IX

　地域内限定で

その 他・無回

　 答

　 t］．5嘱

利用すべ き

　 18．e％
行政 内限 定で

利用すべ き

　 7、8覧

広く
一

般に公

開すべ き

79％

図 6 災害履 歴 を公 開 すべ きか （N ＝217）

■ 1 全 て知 っている　 ロ 2 だい たい知って いる　 ■ 3 ほ とん ど知らない 　■ 4 全く知らな い

図 4．行 政 資料 に 基 づ く災 害履 歴 図の
一例

■ 公開 x 留知

公 開すべきでない （S ）

限 定的に 利用 （17 ｝

広く
一般に公 開（104）

鯲 20N40x60MSO 留　　　　 100S

図 7．災害履 歴 図の 認知 状 況 と情 報公 開 ・利 用 の 意 向

　 次 に 、回 答 者 の 属 性 別 に行 政 資 料 に基づ く災 害履 歴 図

の 認知 状況 を整理 した 。 結 果を以 下 に示す （図 8）。
　男 女別 で は 、男性 の 方 が 、女 性 よ り地 域 の 災 害 履歴 を

認 知 して い る傾 向が伺 える。
　職 業 別 で は、自営 業 の う ち 80．0％ が 「全 て 知 っ て い

る」 ま た は 「だ い た い 知っ て い る」 と答 え て い る。次 い

で、無職 、専業主婦 の 認知 度 が 高 い 結果 とな っ た。一方、
会社員 ・公 務員の うち 72．0％ が、「ほ とん ど知 らない 」

「全 く知 らない 」 と回答 し て お り認 知度 は低 い
。 地域 で

過 ごす 時間 の 長 い 職 業 の 住 民 が、地 域の 災 害を 認 知 し て

い る傾 向が伺 える 。

　住居 別 で は、一
戸建 居 住者 の 半 数以 上 が 「全 て 知 っ て

い る」　 「だ い た い 知 っ て い る」 と回 答 して い るの に比 べ 、
集合住宅居 住者の 8 割以 上 が 「ほ とん ど知 らない 」　 「全

く知 らない 」 と回 答 し て お り、一
戸 建居住者 の 方が 地域

の 災害 を認知 して い る傾 向 が 見 られ たe
　居住期間別 で は 、60 年以 上 の 居住者 の 78．6％ が 「全 て

知 っ て い る 」　 「だ い た い 知 っ て い る」 と回答 し て い る
一

方、20 年未満の 居住者の 78．5％が 「ほ とん ど知 らない 」
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「全 く知 らない 」 と回答 して い る。居 住 期 間が 長 けれ ば

長 い ほ ど、地 域 の 災害 を認 知 して い る 傾向が 伺 え る。こ

れ は、30 年前か らの 記 録 に基づ く災害履 歴 図の 認 知 状況

を調べ た 結果 で あ り、居住開始以 前の 災害に っ い て 把握

し て い な い こ と を示 して い る と考 え られ る が、今 後 さ ら

に 、居住開始以 降の 災害 に 関す る 認知 状 況 に つ い て 詳細

に 調 べ る 必 要 が あ る。
　 自然 災 害の 経験 の 有無 別 で は、これ まで に 被災 し た経

験 の あ る 人 の 方 が 、地 域 の 災害 履 歴 を認 知 して い る傾 向

が伺 える。年 齢別 で は、若 い 世代 （30〜40 歳代） の サ ン

プル 数が 少 ない もの の 、年齢 の 高い 人 ほ ど災害 履 歴 を認

知 してい る傾 向が 伺 え る。世帯 人 員数 別 で は、ば らつ き

は あ る もの の 、世 帯人 員数が 多い ほ ど 災害 履歴 を認 知 し

て い る 傾 向 が伺 え る。住 居 の 所有形態 別 で は 、サ ン プル

数 に 偏 りが あ る も の の 、持 ち家 で暮 らす 人 の 方 が、借

家 ・賃 貸 で 暮 らす 人 よ り も、 「全 て 知 っ て い る 」 、 「知

っ て い る」 割合が 高か っ た。

　以 上 か ら、災害履歴 ・前兆現 象の 収集で の 結果 とほ ぼ

同 様 に、地域 で 長 い 時 間 を過 ご して い る 人 ほ ど、地 域 の

災 害 を知 っ て い る こ とな どが 明 らか と な り、　 「自助 」

「公 助 」 を 支援 す るキ ーパ ーソ ン とな り うる住 民 の 属性

が わ か っ た。また、災 害履歴 ・
前兆現象収集調 査 で の 記

入 状温 と 行 政資料 に 基 づ く災 害履 歴 の 把 握 状 況 を比 較 す

る と、広 範囲に 記 入 し て い る人 ほ ど履歴 を 把握 し て お り、
記入 範 囲 と認 知度 に関連 性 が見 られた （図 9）。

■ 全て 知 っ て い る 囿 だ い たい知 っ て いる ■ ほとん ど知らない ■ 全く知らない

鬨性別

巳職粟

女性 （V1）

男性 ⊂1 旧）

　 その他 （2a｝

　 無職（4s 〕

専槃主婦（41〕

自営榮Q3〕

会社員・公務員（4刀

■住 居

集合住宅（6e ｝

一
戸建 （10ア｝

■居住期聞

60年以上 （14）

40〜60年 （35）

20酎40年 04）

20年未 満 （65）

眠 20 咒 4Q瓢 60 覧 80 覧 lOOS

ON20 ％ 4斛 6D 雅 80y100W

O髄 20X40X60XSON100 覧

0％ 20N40 ％ 60％ 80％ lOO覧

■被災 箇所を

　 　 全く知 らな収 48）

ほ とんど知らない（65）

だい た い 知っ て いる（75）

すべ て知って い る（6）

O％

Z 自宅・雇歴 等記 入 無

20％ 40％ 60eL80 ％ leo％

a 履歴 等記入 有 （自宅か ら250m 未 満）

圏 履歴等記入 有 （自宅か ら250 −・seem ）　　 ■ 履歴等記入 有（自宅か ら500m 以 上）

図 9．災害履歴図の 記入 状況 と認知状況

　さ らに、地 域の 災 害 を知 る 住民 の 特徴を 明 らか に す る

た め、統 計 解析 （数 量 化 H 類） を行 っ た。無 回 答項 日の

あ るサ ン プル を解 析 対 象 か らはず し、サ ン プル 数 の 極 端

に 小 さい カ テ ゴ リ を削 除 した結 果、サ ン プル 数は 152 と

なっ た。日的変数 と説 明 変数は以 下 の 通 り設定 した。

・目的変数 ： 行政資料に 基 づ く災害履歴 を知 っ て い る

　　　　　 か ど うか ．地域 の 災 害履歴 図 （風 水 害 に

　　　　　 よ る 被害箇所）を ご存知で すか ？ の 問い

　　　　　 に対 し、（1）全 て 知 っ て い る、（2｝だい た い

　　　　　 知 っ て い る、と 回 答 し た 人 を 「知 っ て い

　　　　　 る」 、（3｝ほ とん ど知 らな い 、（4）全 く知 ら

　 　 　 　 　 な い 、と回 答 し た 人 を 「知 らな い 」 と し

　 　 　 　 　 た。

■ 自然災害の経験

■ 年齢

経験無 （139 〕

羅験有 （42）

70歳以上 （38〕

60 歳代 （ア2〕

50 歳代 （s5 ）

40畿代 （1s）

ao歳代 Cs）

■ 世帯人員数

5人以 上 （19）

4人 （37）

3人 ⊂54）

2人 〔69）

1人（7＞

■住居所有形態

D鴇 20 ％ 4e 覧 60覧 80瓢 IDeZl

・
説明変数 ： 回答者 の 属性 （性別、年齢、職業、住 ま

　 　 　 　 　 い 、居 住 期 間、世 帯 人員 数、災害経 験 の

　　　　　 有無）

ON20 覧 40 ％ 60s80 覧 100 咒

on20 ％ 40瓢 60 ％ 8脇 10眺

借家
・
賃 貸 （21＞

　 持ち家 （162） 轟 ／／tt

0覧 20  40％ 60％ 8a％

図 8．災害 履歴 図 の 認 知状 況 （属 性別 ）

100％
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　 7項 目 21 水準 で の 解析 を行 っ た 結果 を表 3 に示 す （判

別 巾点 0．ll
， 判別 的 中率 73．7％

， 相 関比 0．28）。重 み係数

（カ テ ゴ リース コ ア ）が、正 値 側 に 大 きい ほ ど災 害認 知

度に 寄与す る こ とを表す。レ ン ジ （範 囲） は、各 要 因 の

外 的 基準 に 対 す る 影響 力 を表 し、レ ン ジの 大 き い 要 因 ほ

ど認 知度 に 寄与す る とい え る。解 析 の 結果、職 業 や年 齢、
居 住 して い る住宅 が

一
戸 建 か集 合 住 宅 か な どが 災害認 知

へ与 え る 影響が 大 きい こ と がわ か っ た。特に 、自営業者

や、年 齢 層 が 高 く、居 住 期 間 の 長 い 、戸 建 に暮 らす、大

家族の 住民が 地域 の 災害履歴 を知 っ て い る 可 能性 が 高い

と 言 え る。ま た 、ア イ テ ム レ ン ジ は 比 較 的 小 さ い

（0．25）もの の 、重み 係数 （経験有 e．19、経験無一〇，06）
よ り、こ れ まで に災 害 を経験 した こ との あ る 人の 方 が、
災 害履 歴 の 認 知 度が 高 い こ と も示 され た。
　 地域 の 災 害履 歴 調 査 を通 して 、地 域の キーパ ー

ソ ン で

あ る 住民 に よ り 災害履歴 等の 情報 を 収集 で き る 可能 性 を

見 出 す こ とが で き た。一
方、防災 意 識 の 啓 発 対象 とな る

人 物像 も明 らか に な っ た と言 える。

け崩 れ 災害 は、平 成 16年 10 月 に  〜  の 箇所 の あた り

で 記 録 され て い る。  は 「Hl8 」 と あ り、  に は 発 生 年

が記 載 され て い な い が 、 
〜
  は 同

一
災 害 と考 え られ る。

ま た、  に は 「公 民 館 近 く」 と付 記 され て お り、  〜 

と 同
一

の 災 害 と考 え ら れ る。
　誤 差 の 原 因 と して、記入 ミス や 記憶 違い な どが考え ら

れ る が、こ の まま 集約 ・活 用す る と、情報 の 精 度 ・信頼

性 が 確保 されず、現 場 の 混乱 を招 く可能性が あ る。そ こ

で 、情 報 の 一
元 化 と精 度 向上 の た め に 、以 下 の 手 法 に 基

づ き情報 を取 りま とめ た が 、そ の 妥当性 にっ い て は、今

後、更 な る検討が必 要で ある。
　　 ・記 載時に付 記 された 参考情報 を参照す る。
　　

・
行政情報に 基 づ く地 図を参照す る。

　 　 ・災害発 生箇 所 近 くに住む住 民 の 情 報 を採 用 す る。
　　

・
複数人数か らの 情報を採用する。

　 ま た、地 域 を 知 る住 民 の 属性 を、情 報の 精度 測 定 に利

用す る こ と も可能 と考 え られ る 。 さらに、災 害や 前 兆現

象の 程 度や 頻度か ら、対策の 緊 急 度 を計 る 必 要 が あ る。

表 3．数 量化 皿類 解 析結 果

要因　　　　　　水準

（ア行 ム｝　 　 　 仂 テゴ リ｝
サ

獄 識谿 レンジ

性別 1 男 92G ．2ア61

2 女 6D くL4233q
，70

年齡 140 歳未満 2D くD．5738
250 歳代 46 ｛D．1737
360 歳代 58013270

，99
470 歳以上 280 ，42D4

職 業 1 会社員 ・
公 務員 4D 一D4279

2 自営桑 1407660
3 専業主婦 3501553 　 1．19
4 その 他 240 ．1866
5 無職 39OD902

住まい 1 一戸建 10003038089

2 集合住宅 52 一D．5842
居住期間 12G年未満 50 幽02772

22D −4G年 66004170 ．59
34D 年 以 上 3603G87　　　1

世帯人員　　11
旬3人 107 一〇．0880

44 人 28　 00D54 　 0．63
55 人以上 1710 ．5451
1 あり 34　　01931025災害経験

の 有侮 2 なし 118　 −0，0556
サン プ ル数 152

判別的中率 73，68％
判別 的中率 【知 って い る】 75，41％
判別 的中率 【知 らな い 】 72．53％
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4 ．災害履歴の 集約 ・活用手法 の 課題 と提案

　住民 か ら寄せ られ た 災害履 歴 や 前 兆現 象 に 関す る 地 図

情報をま とめ た一例 を 図 10に 示 す。これ らの 情報を活用

す る た め に は 、GIS 上 で 地 理 空 間 情報化 す るな ど して 標

準 化 し、検 索性 を 高 め る こ とが 求 め られ る。そ こ で 、
GIS デー

タ 化 を 試 行 し た と こ ろ、複 数 の 住 民 か ら寄 せ ら

れ た 同
一

と思 われ る災 害発 生地 点 や 範囲が異な る ケース

が 散見 され た。一
例 を 図 11 に示 す。行 政資 料 に基 づ くが

図 10．履歴調査 結 果整 理 の
一
例

o   5eひ

図 11．集 約 され た災害 履歴 の
一

例
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　Web2 ．013｝に代表 され るイ ン ターネ ッ ト上 で の 参 加 型情

報 共有 が 進 む 中で、こ の よ うな 災 害履歴 等に 関す る 情報

の 共有が 期 待 され る。しか し、世 代 間 の イ ン ターネ ッ ト

利用率やパ ソ コ ン 利用率 の 差は依然顕著
14｝

で あ り、高齢

者等へ の デ ジタル ・デバ イ ド対 策 と して 、情 報提 供 媒 体

の 多様性の 維持も必 要で あ ろ う。今回 の 回答者の 大半 が

60 歳以 上 で あ る こ とか ら、紙媒 体 の ア ナ ロ グ手 法 に よ る

地 理情報収 集は 有効で あ っ た と言 え る。ただ し、調 査 時

に 117，000 よ り小 縮 尺 の 地 図 を示 した地 域 にお い て は 、地

図の 把握や記入 に 時閲を要する 回答者が い た。調 査 の 際

には記 入 しや す さを考慮 し、地 図の 縮尺 に配慮す る （地

域の 空 間特性 に もよ る が 1！7，000 以 上が 適当） と と もに、
記 入 時 間 に余裕 を 見 るな どの 工 夫 が 必 要 で あ る。 また、
こ れ らの 情報や知 恵 を対 策 へ 結び っ け る た め に は 、情報

を次世 代 へ 引 き継 ぐ努 力 も必要 で あろ う。
　今 回 の 調 査 で は 、時 間的 制約 か ら住民 同 士 の 情報 共 有

を行うこ と が で き なか っ た もの の 、作 業 を通 し、各 自が

経 験談 を話 し状 況 を確認 し合 う姿 が見 られ た こ と か ら、
情報交換の 場 と し て も機能 した と考 え られ る。ワ

ー
ク シ

ョ ッ プ形 式 を採 用す る こ とで 、各 自の 経験 知 を 共 有す る

こ とも可能 となろ う。図上 訓練等 で 用 い られ る大判 の 地

図 を利 用 す れ ば、細 かい 文 字や図を認識 しづ らい 中高年

層か らの 情報も得やす くなる と考え られ る。
　ま た、過 去 の 災害履歴 を振 り返 る こ とで、 「昔は 水が

出た け れ ど、工 事 し て くれ た の で 今 は大 丈夫 」 とい っ た

声 も多 く聞か れ、対 策 工 事 の 効果 を再 確認す る こ ともで

き た。
一

方、計画 降雨 以上 の 集 中豪雨 に 見舞 わ れ る ケー

ス を想 定 し、過 去 の 災 害履 歴 を再 認 識 す る必 要 もあ ろ う。

　ハ ザードマ ッ プ等 の 危 険度 情報 は、地 域の 相対 的 な 危

険度を示 す もの で あ り、大 縮 尺 で扱 う場 合、不 確 実性 が

増 す。ま た、算 定 に は 多 くの パ ラ メ
ー

タ を必 要 と し、上

地 の 改変や 対 策工 事等 を行 う度に情 報 を更新 す る こ とは

難 し く、地 域の 実情 に合 わせ た結果 を得られ に くい た め、

そ の 結 果 を、地域で の 具 体的 な行 動 に結 び つ け る こ とは

難 し い 。具 体的な災 害 履歴 や 災害 の 前 兆 と な る 現 象の 地

図 化 は 、地 域 の ニ
ーズ を 汲み 上 げ る こ とに 役 立っ と とも

に、地域 で 防災活 動を 行 うき っ か け と して 、防災意識の

向 上 に 寄 与す る もの と考 え る。また、地 域 の 災害 履 歴 や

前兆現象 を知 る こ とに よ り、大雨 の 時な ど に災害 危 険性

の 高 い 場 所 を具体 的 に 推 測 で き る 可 能性 を持 っ て お り、
緊急時の 被災情報の 収集や 避難支援な どに も寄与で きる

と考 え られ る。
　災害履歴調 査に よる成果 とその 活 用範囲 を表 4 にま と

め る。今後 さ らに、広 く
一
般住民に そ の 情報提供 を求め、

情報入 手ル
ー

トを確立 す る こ とが 可 能 となれ ば、集約 さ

れ た 情報は、個人 （自助）や地 域 （共助）だ け で な く、
行政 （公 助 ） に お い て も利 用価 値 が あ る と 考 え られ る。
　た だ し、平 常 時 の 災 害情報 ニ

ーズ は 少 ない た め、地 域

コ ミュニ テ ィ で の 取 組 み や 行政機関 の 業務の 中 で 、情報

が 継 続 的 に更新 ・活 用 され る仕 組 み が 必要 と考 え られ る。
図 12に 災 害履歴 の集約 ・活 用 の フ ロ

ー
を示 す。

表 4．災害履歴 調査 成果 とその 活 用 範囲

　　　　　　　　籔 灘 鑼　　 鑷羅r碍　　　　＿　　　　　　　　　　　　耐　“　　　　　帖
平
常

時

災
害

時

災
害
後

個

人

地

域

行

政

災害 時の状浣を思い出す （⇒活発な議険） ● ●

馨 身近 な災雷を通 して 防災意識 が高まる ● ● ●

防災活動
・
対策を行う地点 を決め る材料となる ● ● ● ● ●蟹臥

餐 iP
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5 ，ま とめ

　 本 研 究 で は、地 域 住 民 を対象 と した 災 害履 歴 調 査 を実

施 し、地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ レベ ル で の 災害履歴情報 の 集約

を試 み、地域 住 民 それ ぞれ が 災害 に 関 す る 具体 的 な経 験

に 基 づ く情報を持っ て い る こ と が 確認 で き た。特に 、自

営 業者 や、年齢 層が 高 く、居 住期間の 長い 、大 家族 の 住

民 が地 域の 災害履歴 を 把握 し て い る可 能性 が 高い こ とが

わ か っ た b 地 域 で の 過 去 の 災害 を知 る こ の よ うな住民 が、
地 域 防災 の キ

ーパ ー
ソ ン とな り うる と 考 え られ、彼 らへ

の 情 報 提 供 の 働 きか け が求 め られ る。一方、会社員
・
公

務員 や、年齢が 比 較的若 く、少 人 数 世 帯 の 、居 住期 間の

短 い 住 民 は、地 域 の 災 害履歴 を把 握 して い ない 傾 向 が あ

る こ とが わ か っ た。意識 啓 発 の 対 象者 と して、こ の よ う

な 住民 を地 域防災活 動 に勧誘 す る仕組 み が必 要 で あ ろ う。
　 また、調 査 を通 し て 、行 政記 録 の な い 災 害履歴や 前 兆

現 象を集約する こ とが で きた。しか し、認 識 され て い る

災 害履歴 や災 害の 前兆 とな る情報の 多 くは 、自宅 周辺 に

偏在 して お り、地 域全体を広 く把 握 して い る 住 民 は少 な

い。各者の 生 活領域 ・認知領域を踏まえ るなど し て 情報

の 均質 性 を担 保す る必 要 は あ る もの の 、こ れ らの 情 報 を

集約す る こ とに よ り、き め 細か な対応に つ なが る 可能性

が あ る と考え 、情報 の 集 約 ・有 効 活用手 法 を提 案 し た。
　 さ らに、災 害情報 取 り扱 い につ い て の 意見を整 理 し た

結果、地 域住 民 は 、詳 細 な 災 害履 歴 が 防 災 対策 へ 活 用 さ

れ る こ とを望 ん で い る こ とがわ か っ た。今後、こ れ らの

詳 細情報が 、具 体的な 防災対 策に 利 活 用 され る こ と が 期

待 され る。

　　 ご との 防災 計画 の 策定や、地域 の 災害対策 マ ッ プ の 作成な

　　 どを検 討す る こ とを 目的 と した 共 同研 究。
（3） 本調査 に 先立 ち、26 箇所の 防災拠 点 運 営委 員会に 対 し実施

　　 され たア ン ケ
ー

ト調 査
s）・10）

に よる と、区域 内の 災害危険

　　 と し て 、8 割以 上 の 拠 点が、　 「狭 い 道 路 や地 形 の 起 伏 に よ

　　 り避 難や 救助 活動 な どが難 しい （84．6％） 」　 「が け崩れ の

　　心 配 （SO．8％ ） 」 を挙げ て い る 。ま た、半数 以 上 の 拠 点 が

　　 「ブ ロ ッ ク塀 の 倒壊 （69．2％ ） 」　 「地盤 が 弱い 場 所 が あ る

　　 （61、5％ ）」　 「豪雨 時 の とき水 は けが悪 く水 の た ま りやす

　 　 い 所 が あ る （57．7％ ） 」 を挙 げ、次 い で 「河川 か らの 溢 水

　　や洪水の 心 配が あ る場所が あ る （34．6％）亅 を挙げて い る。
（4） 近 隣 住 区 ： 住宅 地 にお い て 、居 住 者 の 旧常 生活 上 の 社 会 的

　　な 要求 と物的な要求 を充足 させ る た め に設 け られ る都市の

　　計画 単位。1920 年 代 に C ．A ．ペ リ
ー

に よ り提 唱 され、半径

　　500m 程 度の 小 学校 区を 単位 と して い る
u エ。現在 の 日本に

　　お い て も、公 園 を は じ め 公 共施設 の 計画
・整備 に お い て 、

　　 こ の 距離が 誘致距離 と し て 重 要 な役割 を果 た して お り、快

　　適な環境や災害時の 避 難場 所 と し て の 安全性 を含め た、複

　　合的 な意味 を持 っ 距離 と し て 利用 され て い る 。例え ば、都

　　市公 園法 に 基づ く近 隣公 園 と街区公 園 の誘 致距離は それ ぞ

　　れ 500m 、250m に 設定 され て お り、避 難路 や
一

時 避 難地 は

　　500m 程度 で到 達す る よ う配 置 され る こ とが望 ま しい と さ

　　れ る
12
エ。そ こ で 本稿 で は、500m 圏 と 250m 圏 を基 準 と し、

　　住民の 災害認知に お ける空間的広が りと回 答者属性 との 関

　 　 係 を 調 べ た。
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補 注

（1） 例 えば、横浜 市 で は年 報 「横 浜 市 の 災 害 」
1） を発行 して い

　 　る が、対象 と され る の は 、地域 防災計画 等に 基づ き 災害対

　 　策本 部
・
災 害対 策 警 戒本 部 が設 置 され た 災 害で あ る。また、
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　 　東 京都で は、水 害 統 計調査 に基 づ き調査 した水 害に っ い て 、
　 　浸水 実績を 区市町 村 ご と に ま と め た 浸 水 実 績 図を 作成 ・

公

　 　開 してい るが、水 害 区域 の 面積 が 0．1ha 以 上又 は被 害建 物

　 　棘数 が 10棟以 上
一
体 と な っ た 区域を 対 象 とし て い る。1》

（2） 地 域 との 協働 に よ る、地 域 特性 に 応 じた 災 害対策 の 推進 に

　 　関す る 研 究 ：地 域や 大学 との 協働 に よ る 地 域特 性 に 応 じた

　 　災害対策 を実施す るた め に、保 土 ケ谷 区 内の 地域 防 災拠 点

　 　26 箇 所に 対 し て 、保 土 ケ谷 区 役所 と横浜 国立 大学が 協働で

　 　 ア ン ケ
ー
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